
図1：減り続ける賃金と所得税収 　国税庁民間給与実態調査より

1998年度 2012年度 増/減

給与所得者数 5,258万人 5,422万人 164万人増

  平 均 給 与 465万円 408円 57万円減

  給 与 総 額 223兆円 191兆円 32兆円減

  所  得  税 10兆1千億円 7兆8千億円 2兆3千億円減
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図 3 ： 不 況 で も 増 え る
　 大 企 業 の 内 部 留 保
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４
月
以
降
は

値
上
げ
ラ
ッ
シ
ュ
か

４
月
か
ら
の
消
費
税
増
税
等

に
伴
い
年
収
600
万
円
世
帯
で
10

万
円
前
後
の
負
担
増
に
な
る
と

の
試
算
結
果
や
、
増
税
に
合
わ

せ
て
値
上
げ
さ
れ
る
製
品
が
増

え
る
と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
は
、
こ
う
し
た
状
況

を
踏
ま
え
、
春
闘
ア
ン
ケ
ー
ト

を
も
と
に
下
記
の
と
お
り
一
律

５
万
円
の
賃
上
げ
や
、
年
間
６

か
月
分
の
特
別
一
時
金
な
ど
を

要
求
し
ス
ト
ラ
イ
キ
を
構
え
て

た
た
か
い
ま
す
。

強
欲
な
姿
勢
か
わ
ら
ず

２
月
の
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
交
渉

で
会
社
は
、
図
１
、
図
２
の
深

刻
化
し
て
い
る
日
本
経
済
の
状

況
に
つ
い
て
は
同
意
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
の
溜
め
込

ん
だ
膨
大
な
利
益
（
内
部
留
保
）

な
ど
の
取
り
崩
し
に
つ
い
て
は
、

設
備
投
資
や
経
営
環
境
の
激
変

に
備
え
る
も
の
、
な
ど
と
し
て

利
益
を
独
り
占
め
す
る
態
度
を

と
り
つ
づ
け
ま
し
た
。

「
消
費
税
増
税
と
物
価
上
昇

分
を
含
め
る
と
最
低
限
５
％
以

上
の
賃
上
げ
は
必
要
」
と
の
組

合
の
追
及
に
も
、
「
総
合
的
に

勘
案
し
て
検
討
中
」
と
曖
昧
な

回
答
に
終
始
し
ま
し
た
。

（
関
連
記
事
２
面
）
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こ
の
ま
ま
で
は
、
家
計
も
経
済
も
失
速

ま
る
で
他
人
ご
と
の
よ
う
な
会
社
回
答

ち
ぢ
む
日
本
経
済

賃
金
が
下
が
れ
ば
購
買
力
が
落

ち
、
消
費
が
減
り
ま
す
。
消
費
が

減
れ
ば
結
果
的
に
企
業
収
益
が
落

ち
、
こ
れ
を
カ
バ
ー
す
る
た
め
に

ま
た
賃
金
が
下
が
り
雇
用
が
減
る
、

と
い
う
悪
循
環
（
デ
フ
レ
）
が
起

こ
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
14
年
間
で
、
給
与
所
得
者

数
は
164
万
人
増
え
ま
し
た
が
、
企

業
が
支
払
っ
た
給
与
総
額
は
32
兆

円
も
減
少
し
ま
し
た
。
ま
た
平
均

賃
金
は
年
間

57
万
円
減
り
、
所
得

税
は
２
兆
３
千
億
円
減
と
、
経
済

が
縮
小
し
深
刻
化
し
て
い
る
こ
と

は
政
府
も
認
め
て
い
ま
す(

図
１)

。

こ
う
し
た
状
況
は
、
先
進
諸
国

の
な
か
で
は
日
本
だ
け
に
起
き
て

い
ま
す
。
企
業
が
膨
大
な
利
益
を

独
り
占
め
し
て
い
る
の
が
原
因
で

す
（
図
２
、
図
３
）
。

生
活
の
底
上
げ
が
カ
ギ

つ
ま
り
、
大
幅
賃
上
げ
や
非
正

規
労
働
者
の
正
社
員
化
に
よ
っ
て

生
活
を
底
上
げ
し
消
費
を
拡
大
し

な
け
れ
ば
、
景
気
は
良
く
な
り
ま

せ
ん
。

大
企
業
の
内
部
留
保
の
数
％
で

働
く
者
の
生
活
の
底
上
げ
は
可
能

で
す
。

デ
フ
レ
脱
却
に
向
け

問
わ
れ
る
企
業
の
社
会
的
責
任

図２:日本のみ賃金低下が
つづく（14.3.24日経新聞）

あなたの悩みを
一緒に解決します

こんなことはありませんか

□突然解雇を告げられた

■残業代がもらえない

□セクハラ、パワハラを受けた

■労働時間が延長された

□有給休暇がもらえない

■賃金の支払が遅れている

など

秘密厳守
労働相談ほっとライン
03-6806-0255

①一律月額50,000円賃金を引き上

げること。

②14年度の特別一時金を基準内賃

金の6か月分支給すること。

③日帰り日当の見直し案の撤回。

④成果・業績主義制度を廃止し、

60歳まで定期昇給を行うこと。

⑤希望者全員を65歳まで継続して

雇用すること。

⑥60歳超え契約社員や非正規労働

者を、職場内均等待遇とするこ

と。

主な春闘要求



図4：一般1級普通評価の年収は100万超の減

2000年度 2012年度 増/減

東日本年収 820万円 710万円 110万円減

810万円 640万円 150万円減

690万円 510万円 180万円減

85％地域
年収

75％地域
年収

図5：NTT東日本の余剰利益の一部

2000年度 2012年度 増/減

売上高 2兆7900億円 1兆8300億円 9600億円減

利益剰余金 796億円 3132億円 2336億円増

ゼ　ロ 3034億円 3034億円増

（累計金額）

持株会社
への配当

表1：おかしいぞ 500円などの日帰り日当廃止理由

会社側の廃止理由 Ｎ関労の反論

交通手段の発達で移動時間が短
縮されている。

移動時間の短縮は実作業時間が増え過
酷になる。廃止理由とはいえない。

外食産業における価格競争に伴い
食事料の低廉化など必要経費に変
化が生じている。

価安の外食産業の進出エリアと、各作業
現場とは一致していない。社員食堂や茶
器設備の廃止で経費は増えている。

携帯電話の普及で連絡費用もかか
らなくなった。

公社時代から連絡には着信無料電話等
を利用している職場が多い。

表2：確定拠出年金の
       支給開始年齢

2013年度末で
の年齢

確定拠出年金
支給開始年齢

50歳以下 60歳
51～52歳 61歳
53～54歳 62歳
55～56歳 63歳
57～58歳 64歳
59歳以上 65歳

（
組
合
）
会
社
の
日

帰
り
日
当
の
見
直
し

理
由
は
正
当
性
が
な

い
（
表
１
）
。
ま
た
、

見
直
し
理
由
で
「
他

企
業
の
支
給
基
準
を

参
考
に
し
た
結
果
」

と
し
て
い
る
が
、
他
企

業
で
は
な
く
Ｎ
Ｔ
Ｔ
の
外
勤

手
当
と
の
関
連
で
見
直
す
こ

と
が
道
理
だ
。

(
会
社)

日
当
は
旅
費
に
伴
う

経
費
の
た
め
非
課
税
扱
い
。

外
勤
手
当
な
ど
は
賃
金
、
性

格
が
違
う
。

（
組
合
）
見
直
し
理
由
が
、

お
か
し
い
と
指
摘
し
て
い
る
。

※
会
社
か
ら
の
反
論
な
し

（
組
合
）
線
路
外
勤
な
ど
の

人
た
ち
は
、

60
歳
超
え
契
約

社
員
に
な
る
と
外
勤
手
当
で

は
な
く
日
帰
り
日
当
が
支
払

わ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
ど

う
考
え
る
の
か

(

会
社)

手
当
・
賃
金
と
日
当

と
は
別
の
は
ず
だ
が･

･
･
･

。

(

会
社)

総
合
会
社
の
こ
と
は

わ
か
ら
な
い
。

（
組
合
）
親
会
社
が
知
ら
な

い
は
ず
が
な
い
。
Ｎ
Ｔ
Ｔ
は
、

約

10
年
間
日
帰
り
日
当
と
外

勤
手
当
を
同
等
の
も
の
と
し

て
扱
っ
て
い
る
。

(

会
社)･

･･

（
沈
黙
）
。

（
組
合
）
技
術
支
援
の
た
め

外
販
活
動
に
同
行
す
る
内
勤

者
も
同
じ
環
境
で
仕
事
を
し

て
も
手
当
が
一
切
出
な
く
な

る
。
営
業
外
勤
は
月
額
約
１

万
６
千
円
の
手
当
が
支
給
さ

れ
る
。
明
ら
か
に
不
平
等
だ
。

(

会
社)

ど
こ
で
線
引
き
す
る

か
の
問
題
。
現
時
点
で
は
、

提
案
ど
お
り
す
す
め
た
い
。

（
組
合
）
年
２
％
の

利
回
り
で
運
用
す
る

こ
と
は
大
変
難
し
い
。

ま
た
、

51
歳
以
上
の

人
は
最
大
５
年
間
支

給
開
始
年
齢
が
繰
り

延
べ
さ
れ
る
（
表
２
）
。

加
入
選
択
制
に
な
ぜ

し
な
い
の
か
。

(

会
社)

個
々
人
に
よ
っ

て
将
来
必
要
な
お
金
は

多
様
化
し
て
い
る
の
で
、
規

約
型
年
金
に
入
っ
て
い
る
方

は
全
員
が
確
定
拠
出
年
金
に

移
行
す
る
。

（
組
合
）

59
歳
の
私
は

10
万

円
程
度
で
将
来
の
た
め
の
年

金
資
金
と
は
い
え
な
い
。

60

歳
で
も
ら
い
た
い
。

(

会
社)

60
歳
で
も
ら
い
た
い

方
や

65
歳
ま
で
運
用
し
た
い

方
も
い
る
。
ニ
ー
ズ
は
各
々

違
う
。

（
組
合
）
個
々
人
の
ニ
ー
ズ

が
違
う
か
ら
こ
そ
加
入
選
択

制
を
導
入
す
べ
き
だ
。
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日
々
の
暮
ら
し
を
支
え

合
い
、
つ
つ
ま
し
い
生
活

を
送
る
両
親
。
そ
し
て
兄

妹
、
赤
ん
坊
の
五
人
家
族

を
描
い
た
イ
ラ
ン
映
画
で

す
。兄

は
、
お
使
い
の
帰
り

に
修
理
を
し
て
も
ら
っ
た

ば
か
り
の
妹
の
靴
を
失
く

し
て
し
ま
い
ま
す
。
必
死
で
探
す
が
見

つ
か
り
ま
せ
ん
。
家
は
貧
し
く
、
と
て

も
両
親
に
新
し
い
靴
を
買
っ
て
く
れ
な

ど
と
言
え
ま
せ
ん
。
兄
妹
は
、
一
足
の

靴
を
共
用
し
ま
す
。

こ
の
作
品
の
素
敵
な
と
こ
ろ
は
、
一

足
の
靴
を
共
有
す
る
兄
妹
の
健
気
さ
や

兄
妹
愛
を
二
人
の
心
理
に
ピ
タ
リ
と
寄

り
添
い
描
い
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
特

に
、
小
学
校
の
午
前
の
部
を
終
え
ダ
ブ

ダ
ブ
の
靴
で
必
死
に
帰
っ
て
く
る
妹
。

そ
れ
を
今
か
今
か
と
待
つ
兄
。
溝
に
落

ち
た
靴
を
追
う
妹
。
汚
れ
た
靴
を
洗
う

兄
妹
と
石
鹸
の
泡
で
出
来
た
シ
ャ
ボ
ン

玉
。
こ
れ
ら
の
日
常
が
時
に
は
ス
リ
リ

ン
グ
に
、
そ
し
て
幻
想

的
な
映
像
詩
と
し
て
描

か
れ
ま
す
。

運
動
靴
が
賞
品
で
あ

る
マ
ラ
ソ
ン
大
会
の
ク
ラ
イ
マ
ッ
ク
ス

へ
と
続
き
ま
す
が
、
妹
の
た
め
に
と
必

死
に
走
る
兄
の
姿
は
感
動
的
で
思
わ
ず

目
頭
が
熱
く
な
り
ま
す
。
親
に
頼
る
こ

と
も
で
き
ず
兄
妹
だ
け
で
秘
密
を
共
有

し
、
自
分
で
解
決
す
る
し
か
な
い
厳
し

さ
に
立
ち
向
か
う
姿
は
ど
こ
ま
で
も
健

気
で
い
じ
ら
し
い
く
胸
を
打
た
れ
ま
す
。

（
み
）

映画紹介 38

運
動
靴
と
赤
い
金
魚

１
９
９
７
年

イ
ラ
ン

膨大な利益を働く者にまわせ

（組合)

年収は2000年以降、100万円から2

00万円減のままだ（図４）。

東日本から持株会社への配当金は

累計で3,000億円超。これは別会社

への利益の「飛ばし」と同じ。利益

剰余金との合計では5,360億円もの

利益が積み上がっている（図5）。

売上高が1兆円減る中でも、これ

だけの利益を社員全体が生み出して

いる。大幅賃上げを要求する。

(会社)

厳しい経営状況のなかで特別手当

などで社員にはできる限りのことは

している。

持株会社への配当金は適正なもの

で決して多くはない。

利益剰余金は、設備投資や経営環

境の激変に備えるもので3,000億円

は多い金額ではない。

賃金改善などについては、総合的

に勘案し別途回答する。

2014.2.21 ＮＴＴ東日本 賃金交渉

外勤手当の拡大を
２
月
21
日
の
東
日
本
交
渉
で
は
、
賃
金
交
渉
の
ほ
か
に
500
円

日
帰
り
日
当
廃
止
提
案
や
退
職
金
の
28
％
を
原
資
と
す
る
Ｎ
Ｔ

Ｔ
企
業
年
金
の
改
悪
提
案
（
退
職
・
再
雇
用
者
等
は
適
用
外
）

に
つ
い
て
交
渉
し
ま
し
た
。
会
社
側
は
組
合
の
質
問
に
答
え
ら

れ
ず
、
要
求
に
は
聞
く
耳
を
持
た
ぬ
と
の
態
度
を
貫
き
ま
し
た
。

企業年金 選択性の導入を


